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Ⅰ 武器等製造法の概要

武器等製造法（昭和２８年８月１日法律第１４５号）（猟銃等関係分抜すい）

（目的）

第１条 この法律は、武器の製造の事業の事業活動を調整することによつて、国民経済の

健全な運行に寄与するとともに、武器及び猟銃等の製造、販売その他の取扱を規制する

ことによつて、公共の安全を確保することを目的とする。

同法は、武器及び猟銃等を制限するほか、武器の製造を事業として認め、武器の製造事業

を許可制とする等の方法により武器の製造事業の事業活動を調整するとともに、武器及び猟

銃等を規制することにより公共の安全を確保することとしたものである。

同法のうち、猟銃等に関する事業者の実態把握並びに指導取締り部分について、都道府県

知事の事務とされたものである。

（定義）

第２条

２ この法律において「猟銃等」とは、左に掲げるものをいう。

一 猟銃

二 捕鯨砲

三 もり銃

四 と殺銃

五 空気銃（金属製弾丸を発射するものをいい、圧縮ガスを使用するものを含む。）

施行規則

第２条（武器等の種類）

２ 猟銃等の種類は、法第２条〔定義〕第２項各号に掲げる物の別によるものとする。

「猟銃等」として上記の５品目にとどめているのは、法的規制の範囲を公共の安全確保

の観点から特に必要のあるもの、すなわち動物を殺傷することを本来の目的として製造され

たもののみに限定したことによるものである。

（製造の許可）

第１７条 猟銃等の製造の事業を行おうとする者は、工場又は事業場ごとにその製造をす

る猟銃等の種類を定めて、都道府県知事の許可を受けなければならない。

２ 第５条〔許可の基準〕第１項第２号及び第５号並びに第２項の規定は、前項の場合に

準用する。

準用する法第５条

第５条（許可の基準）

二 当該猟銃等の保管のための設備が経済産業省令で定める要件を備えること。

五 申請者が左に掲げる事由に該当しないこと。

イ この法律の規定に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終り、又は執行を

受けることがなくなつた日から三年を経過しない者

ロ 第１５条〔許可の取消し等〕の規定により製造の事業の許可を取り消され、取消の

日から三年を経過しない者
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ハ 最近三年以内に、他の法令の規定に違反して罰金以上の刑に処せられ、その情状が

猟銃等製造事業者として不適当な者

ニ 禁治産者

ホ 法人であつて、その業務を行う役員のうちにイからニまでの一に該当する者がある

もの

２ 都道府県知事は、前項の申請が同項各号に適合していないと認めるときは、その旨を申

請者に通知しなければならない。

施行規則

第１７条（製造事業の許可申請）

法第１７条〔製造の許可〕第１項の規定により猟銃等の製造の事業の許可を受けようとす

る者は、様式第９の猟銃等製造事業許可申請書に、工場または事業場の図面を添附し、工場

または事業場の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。

第２０条（保管の要件）

法第１７条〔製造の許可〕第２項および第１９条〔販売の事業の許可〕第２項において準

用する法第５条〔許可の基準〕第１項第２号の経済産業省令で定める要件は、左のとおりと

する。

一 管理上支障がない場所にあること。

二 左のイまたはロに該当するものであること。

イ 金属製のロッカーその他堅固な構造を有する収納設備であつて、確実に施錠できる

錠を備えているもの

ロ くさり等によって猟銃等を堅固に固定しうる設備であって、当該くさり等に確実に

施錠できる錠を備えているもの

三 保管する猟銃等の数量に応じた収容能力を有すること。

四 容易に持ち運びできないこと。

五 非常の際外部に通報することのできる装置を備えていること。ただし、当該保管設備

の附近に当該装置を備えている場合は、この限りでない。

第１８条 猟銃等の製造（修理を除く。以下この条において同じ。）は、前条第１項の許

可受けた者（以下「猟銃等製造事業者」という。）でなければ行ってはならない。、但

し、試験的に製造する場合において、都道府県知事の許可を受けたときは、この限りで

ない。

施行規則

第１８条（製造の許可申請）

法第１８条〔製造の許可〕但書の規定により猟銃等の製造の許可を受けようとする者は、

様式１０の猟銃等製造許可申請書を猟銃等の製造を行う場所を管轄する都道府県知事に提出

しなければならない。

（販売事業の許可）

第１９条 猟銃等の販売の事業を行おうとする者は、店舗ごとに、その販売する猟銃等の

種類を定めて、都道府県知事の許可を受けなければならない。但し、猟銃等製造事業者

がその製造に係る猟銃等をその工場又は事業場において販売する場合は、この限りでな

い。

２ 第５条〔許可の基準〕第１項第２号及び第５号並びに第２項の規定は、前項の場合に

準用する。
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施行規則

（販売事業の許可申請）

第１９条 法第１９条〔販売の事業の許可〕第１項の規定により猟銃等の販売の許可を受け

ようとする者は、様式第１１の猟銃等販売事業許可申請書を店舗の所在地を管轄する都道

府県知事に提出しなければならない。

（保管の要件）

第２０条 （省略）

（保管）

第１９条の２ 猟銃等製造事業者又は前条第１項の許可を受けた者（以下「猟銃等販売事

業者」という。）は、業務のため所持する猟銃等を、正当な事由がある場合を除き、第

１７条〔製造の許可〕第２項又は前条第２項において準用する第５条〔許可の基準〕第

１項第２号の要件を備えた設備に施錠して保管しなければならない。

２ 前項の場合において、猟銃等製造事業者又は猟銃等販売事業者は、当該設備に、保管

に係る猟銃等に適合する実包、空包又は金属製弾丸を当該猟銃等とともに保管してはな

らない。

施行規則

（保管の要件）

第２０条 （省略）

（準用）

第２０条 第６条から第８条まで〔許可の取消・承継・武器の種類の変更〕、第９条〔製

造設備及び保管設備〕第２項及び第３項並びに第１２条から第１５条まで〔工場等の移

転・事業の廃止の届出・許可の失効・許可の取消等〕の規定は、猟銃等の製造又は販売

の事業に準用する。（以下省略）

施行規則

（準用）

第２１条 第８条、第９条第１項、第１３条第１項および第１４条の規定は、猟銃等の製造

又は販売の事業に準用する。（以下省略）

（許可の取消）

第６条 都道府県知事は、猟銃等製造事業者又は猟銃等販売事業者が正当な事由がないの

に、１年以内に事業を開始せず、又は１年以上引き続きその事業を休止したときは、そ

の許可を取り消すことができる。

（承継）

第７条 猟銃等製造事業者又は猟銃等販売事業者がその事業の全部を譲り渡し、又は猟銃

等製造事業者又は猟銃等販売事業者について相続若しくは合併があったときは、その事

業の全部を譲り受けた者又は相続人（相続人が二人以上ある場合においてその全員の同

意により事業を承継すべき相続人を選定したときは、その者）若しくは合併後存続する

法人若しくは合併により設立した法人は、猟銃等製造事業者又は猟銃等販売事業者の地

位を承継する。

２ 前項の規定により猟銃等製造事業者又は猟銃等販売事業者の地位を承継した者は、遅

滞なく、その事実を証する書面を添えて、その旨を都道府県知事に届け出なければなら

ない。
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施行規則

（承継の届出）

第８条 法第７条〔承継〕第２項の規定により猟銃等製造事業者又は猟銃等販売事業者の地

位の承継を届け出ようとする者は、様式第１２の猟銃等製造（販売）事業承継届出書に、

事業の全部の譲渡し又は相続若しくは合併の事実を証する書面（相続人が二人以上ある場

合において、そのその全員の同意により事業を承継すべき相続人を選定したときは、その

全員の同意書を含む。）を添附し、工場もしくは事業場または店舗の所在地を管轄する都

道府県知事に提出しなければならない。

（猟銃等の種類の変更）

第８条 猟銃等製造事業者又は猟銃等販売事業者は、その製造をする猟銃等の種類を変更

しようとするときは、都道府県知事の許可を受けなければならない。

２ 第５条〔許可の基準〕第１項第２号及び第２項の規定は、前項の場合に準用する。

施行規則

（種類変更の許可申請）

第９条 法第８条〔猟銃等の種類の変更〕第１項の規定により種類の変更の許可を受けよう

とする者は、様式第１３の猟銃等種類変更許可申請書を、工場もしくは事業場または店舗

の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。
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Ⅱ 武器等製造法の体系

（凡例）

法 …… 武器等製造法（昭和２８年８月１日法律第１４５号）

政令 …… 武器等製造法施行令（昭和２８年８月１５日政令第１９８号）

規則 …… 武器等製造法施行規則（昭和２８年９月１日通商産業省令第４３号）

細則 …… 武器等製造法施行細則（昭和２８年１０月７日北海道規則第１８４号）

製造許可（法第１７条第１項） 製造許可申請書（規則第１７条）

＊ 試験的製造許可（法第１８条） 試験的製造許可申請書（規則第１８条）

・許可基準（法第５条第１項第２号及び第５号並びに第２項（法第１７条第２項並びに第１９条第２項で準用））

・公安委員会への意見照会（法第５条第１項第５号 ～ 昭和４４年通達）

・保管の要件（法第５条第１項第２号に規定する規則第２０条）

・許可条件附記（法第２１条第１項及び第２項）

・保管設備設置義務（法第１９条の２第１項）

・保管設備維持義務（法第９条第２項（法第２０条で準用））

・保管設備基準適合命令（法第９条第３項（法第２０条で準用））

・同一保管の禁止（法第１９条の２第２項）

販売許可（法第１９条第１項） 販売許可申請書（規則第１９条）

・＊ 製造許可に同じ

事業承継届（法第７条第１項（法第２０条で準用）） 承継届書（規則第８条（規則第２１条で準用））

添付書類（細則第５条）

・承継届提出先（法第７条第２項（法第２０条で準用））

・公安委員会への意見照会（法第５条第１項第５号 ～ 昭和４４年通達）

工場等の移転許可（第１２条第１項（法第２０条で準用）） 移転許可申請書（規則第１３条第１項（規則第

２１条で準用））

・許可基準（法第５条第１項第２号及び第２項（法第８条第２項で準用））

種別変更許可（法第８条第１項（法第２０条で準用）） 変更許可申請書（規則第９条第１項（規則第２１条

で準用））

・許可基準（法第５条第１項第２号及び第２項（法第８条第２項で準用））

帳 簿（法第２３条）

・記載事項（規則第２２条）

・帳簿の様式（細則第６条）

・電磁的方法による保管（規則第２２条の２）

報告の徴収（法第２４条）

・報告の徴収（政令第４条第２項）

・報告書（細則第４条）

立入検査（法第２５条第１項）

・立入検査証（規則第２３条）

許可の取消（法第６条（法第２０条で準用））

許可の取消又は事業停止命令（法第１５条（法第２０条で準用））

・聴聞（法第２９条）

・聴聞会（規則第２４条～第３２条）

・不服申立（法第３０条）

事業廃止届（法第１３条（法第２０条で準用）） 事業廃止届出書（規則第１４条（規則第２１条で準用））

・許可の失効（法第１４条（法第２０条で準用））

公安委員会への通報（法第２８条第１項）

・通報区分（政令第６条）

国への適用（第２２条第１項及び第２項） 「許可」を「承認」と読み替え

事故の通報受理（法第２８条第２項）

・事故届（法第２６条） 警察官又は海上保安官 都道府県知事


